
小牧 市 境 界 確定 事務 取扱 要 領の 対側 地の 取 扱細 則  

 

（趣 旨）  

第１  こ の 細則 は 、小 牧市 境 界 確定 事務 取 扱要 領第 ８条 及 び 第 １０

条に 係る 対 側地 土地 所有 者 の立 会い 及び 署 名押 印に つい て、境 界

確 定 事 務 を 適 正 か つ 円 滑 に 運 営 す る た め 必 要 な 事 項 を 定 め る も

のと する 。  

 （ 一般 地 区 ）  

第２  第 ３ 及び 第４ に掲 げ る地 区以 外の 地 区に おい て 、次 に 掲 げる

要件 のい ず れに も該 当す る 場合 は 、対 側地 の 立 会い 及び 署 名押

印を 省略 で き る もの とす る 。た だ し 、管 理者 が 対側 地の 立 会い

及び 署名 押 印を 必要 と認 め る場 合に つ い て は 、この 限り で ない 。 

(１ )  道路 、水 路 、河 川そ の他 の 公有 財産 の 幅員 が４ ．０ ｍ以 上 で

ある こと 。  

(２ )  対側 地 に構 造物 、境界 杭等 公 有財 産に 係 る境 界を 確認 で き る

物件 が 存 在 する こと 。  

（数 値地 区 ）  

第３  数 値 地区（ 国 土 調査 法（ 昭和 ２６ 年 法律 第１ ８０ 号 ）第 ２条  

に掲 げる 調 査を 行っ た地 区 をい う。） に おい て 、 次に 掲げ る 要件  

のい ずれ に も該 当 す る場 合 は、対側 地の 公 的機 関発 行 の 確 定図 等

をも って 立 会い 及び 署名 押 印を 省 略 でき る もの とす る 。  

(１ )  申請 地 が 公 的機 関所 管 の確 定図 等の と おり であ るこ と 。  

(２ )  対側 地 に構 造物 、境界 杭等 公 有財 産に 係 る境 界を 確認 で き る

物件 が 存 在 し 、かつ 、公有 財産 が所 定の 幅 員 の とお りで あ るこ

と。  

 （ 土地 区 画整 理地 区）  

第４  土 地 区画 整理 地区（土 地 区画 整理 法（ 昭 和２ ９年 法 律第 １１

９ 号 ） 第 １ ０ ３ 条 の 規 定 に よ る 換 地 処 分 を 行 っ た 地 区 を い う 。）

につ いて は 、 第 ３ の 規定 を 準用 する 。  

 （ 立会 済 み又 は確 定 済 み の対 側地 ）  

第５  道 路、河 川事 業等 で 立会 済み の場 合 にお いて 、次 に掲 げ る 要  

件の いず れ にも 該当 する 場 合は 、対 側 地 又 は対 側地 に関 連 する 各  

事業 で作 成 済み の用 地測 量 図 の 写し をも っ て立 会い 及び 署 名押  



印を 省略 で き る もの とす る 。  

(１ )  申 請 地 が 各 事 業 で 作 成 済 み の 用 地 測 量 図 の と お り で あ る こ

と。  

(２ )  対側 地 に構 造物 、境界 杭等 公 有財 産に 係 る境 界を 確認 で き る

物件 が存 在 し 、かつ 、公有 財産 が所 定の 幅 員 の とお りで あ るこ

と。  

２  対側 地 が 、境界 確定 申 請に 基づ き確 定 して いる 場合 又 はこ れに

類す る場 合 は、確定 図及 び 立会 済み を確 認 のう え立 会い 及 び 署 名

押印 を省 略 でき るも の  

とす る 。  

 （ その 他 ）  

第 ６  こ の 細 則 に 定 め の な い 事 項 又 は 疑 義 を 生 じ た 事 項 に つ い て

は、その 都度 申 請地 の状 況 を勘 案し 、対 側地 の 取扱 いを 定 める も

のと する 。  

附  則  

この 細則 は 、平 成１ ７年 ４ 月１ 日か ら 施 行 する 。  

 附  則  

この 細則 は 、平 成２ ８年 １ ２ 月 １ 日 から 施 行す る。  

 

   

 


